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都 道 府 県 

各 指 定 都 市 障害保健福祉主管課 御中 

    中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

「平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.４ 

（平成 30年 7月 30日）」の送付について 

 

 

平素より、障害保健福祉行政の推進に、格段の御高配を賜り厚く御礼を申し

上げます。 

「平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.４（平成

30年 7月 30日）」を送付いたしますので、各自治体におかれましては、御了知

の上、管内市町村、関係団体、関係機関に周知徹底を図るとともに、その取扱

いに当たっては遺漏なきようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｑ＆Ａ照会先】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

就労支援係 TEL：03－5253－1111（内線3044） 



（就労継続支援Ｂ型サービス費の区分） 

問１ 就労継続支援Ｂ型サービス費の区分は、前年度の平均工賃月額に応じ算

定することとなっているが、大規模な災害の影響で著しく生産活動収入や

工賃実績が低下した場合、その翌年度の就労継続支援Ｂ型サービス費の区

分はどのように計算することになるか。 

（答） 

 激甚災害の指定を受けた地域又は災害救助法適用地域に、就労継続支援Ｂ型

事業所が所在する場合又は取引先企業が所在する場合であって、生産活動収入

の減少が見込まれ、工賃支払額が減少する場合には、前年度に代えて前々年度

の平均工賃月額を就労継続支援Ｂ型サービス費の算定区分とすることができ

る。 

 

（就労継続支援Ｂ型サービス費の区分） 

問２ 就労継続支援Ｂ型サービス費の区分は、前年度の平均工賃月額に応じ算

定することとなっているが、就労継続支援Ｂ型以外の支給決定を受けて複

数の日中活動に係る障害福祉サービスを利用している者については、事業

所の努力では利用者の利用日数を増やせないため、平均工賃月額を算出す

る際の計算から除外することになっている。 

この考えに基づけば、同様に、通年かつ毎週、定期的に通院をしながら

就労継続支援Ｂ型を利用している者についても、事業所の努力では利用者

の利用日数を増やすことが困難であるため、平均工賃月額を算出する際の

計算から除外することは可能か。 

（答） 

人工透析など、通年かつ毎週１回以上引き続き通院する必要がある者が就労

継続支援Ｂ型を利用している又はする場合についても、事業所の努力では利用

者の利用日数を増やすことは困難であると考えられるため、就労継続支援Ｂ型

サービス費の基本報酬区分を決定する際の平均工賃月額を算出する際の計算か

ら除外することができる。 

また、サービス利用途中において、通年かつ毎週引き続き通院する必要が生

じた利用者についても、実際に通院が始まった月の計算から除外することがで

きる。 

これらの場合、通年かつ毎週、通院しているかの確認には、医療費の内容の

分かる領収書及び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書の写しなど継続的

に通院していることが把握できるものを事業所に提出させることとする。 

 

 

（参考） 平成 30年４月に遡って基本報酬の区分（平均工賃月額区分）を変更

して、過誤請求を行う場合につきましては、以下の台帳を登録して請

求を行う必要がある。 

 

【事業所台帳】 

＜事業所異動連絡票情報（サービス情報）＞ 

・異動年月日：201804〇〇  ※「〇〇」の部分は連番 

・平均工賃月額区分：「変更後の区分」 

 



（就労継続支援Ｂ型サービス費の区分） 

問３ 全治１か月以上の怪我やインフルエンザなどの流行性疾患により長期

間に渡って利用者が利用できなかった場合、当該利用者について当該該当

月における工賃支払対象者から除いて、平均工賃月額を算出することとし

てよいか。 

（答） 

 月の途中において、入院又は退院した利用者については、当該月の工賃支払

対象者から除外するとともに、当該月における当該利用者に支払った工賃は、

工賃総額から除外して、平均工賃月額を算出することとなっている。 

 同様に、月の途中において、全治１か月以上の怪我やインフルエンザなどの

流行性疾患により長期（連続して１週間以上）に渡って利用できなくなった者

については、利用ができなくなった月から利用が可能となった月までは、当該

月の工賃支払対象者から除外するとともに、当該月における当該利用者に支払

った工賃は、工賃総額から除外して、平均工賃月額を算出することとする。 


